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１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨表示）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 25,031 (4.1) 1,366 (12.9) 1,620 (10.6)

17年３月期 24,044 (7.6) 1,210 (△1.5) 1,465 (△6.1)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 1,036 (23.1) 96 34 90 05 5.3 6.6 6.5

17年３月期 841 (4.3) 78 60 76 47 4.2 6.2 6.1

（注）①期中平均株式数 18年３月期           10,761,331株 17年３月期 10,710,727株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）配当状況  

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 22 50 10 00 12 50 225 23.4 1.3

17年３月期 19 00 9 00 10 00 208 24.2 1.0

(3）財政状態  

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 24,711 17,531 70.9 1,975 48

17年３月期 25,750 21,258 82.6 1,855 00

（注）①期末発行済株式数 18年３月期           8,874,357株 17年３月期 11,460,311株

②期末自己株式数 18年３月期       2,657,149株 17年３月期 71,195株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 11,300 700 400 7 50 ― ―

通　期 23,500 1,450 850 ― 7 50 15 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　 47円89銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在

しております。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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５．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ．流動資産  

１．現金及び預金 634,887 639,206 4,319

２．売掛金 619,208 249,454 △369,754

３．クレジット未収入金 6,828,783 5,424,585 △1,404,197

４．有価証券 110,212 110,251 39

５．商品 3,089,130 2,730,655 △358,474

６．原材料 37,883 40,163 2,279

７．仕掛品 21,435 18,850 △2,584

８．前渡金 60,164 28,521 △31,642

９．前払費用 54,361 65,200 10,839

10．繰延税金資産 111,957 142,858 30,900

11．関係会社短期貸付金 1,850,000 2,500,000 650,000

12．その他 162,168 132,940 △29,228

貸倒引当金 △8,754 △9,507 △753

流動資産合計 13,571,438 52.7 12,073,181 48.9 △1,498,257

Ⅱ．固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物 ※１ 3,686,841 3,512,019  

減価償却累計額 1,956,206 1,730,635 1,996,662 1,515,357 △215,278

(2）構築物 1,342,134 1,306,266  

減価償却累計額 925,693 416,441 959,794 346,472 △69,968

(3）機械装置 202,050 191,429  

減価償却累計額 146,223 55,826 145,882 45,546 △10,280

(4）車両運搬具 49,798 80,404  

減価償却累計額 26,060 23,738 33,534 46,869 23,131
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(5）工具・器具・備品 341,998 304,647  

減価償却累計額 285,616 56,381 261,424 43,223 △13,158

(6）土地 ※１ 6,800,001 7,266,518 466,516

(7）建設仮勘定 339,187 25,625 △313,562

有形固定資産合計 9,422,213 36.6 9,289,612 37.6 △132,600

２．無形固定資産  

(1）電話加入権 15,121 15,121 －

(2）ソフトウェア 20,244 17,937 △2,307

無形固定資産合計 35,366 0.1 33,058 0.1 △2,307

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券 1,373,363 2,133,943 760,580

(2）関係会社株式 471,800 471,800 －

(3）出資金 1,540 1,540 －

(4）長期前払費用 95,387 122,173 26,786

(5）繰延税金資産 153,761 － △153,761

(6）敷金・保証金 614,722 574,779 △39,942

(7）保険積立金 10,903 11,892 989

投資その他の資産合計 2,721,477 10.6 3,316,128 13.4 594,651

固定資産合計 12,179,056 47.3 12,638,799 51.1 459,743

資産合計 25,750,495 100.0 24,711,981 100.0 △1,038,514
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ．流動負債  

１．支払手形 58,017 － △58,017

２．買掛金 667,044 672,415 5,370

３．短期借入金 650,000 1,800,000 1,150,000

４．未払金 119,351 147,950 28,599

５．未払費用 71,466 73,429 1,962

６．未払法人税等 366,112 479,449 113,336

７．前受金 208,070 180,558 △27,512

８．預り金 134,191 155,430 21,239

９．前受収益 9,964 10,945 980

10．賞与引当金 153,200 155,400 2,200

11．未決算特別勘定 ※５ 1,429,036 2,632,435 1,203,399

12．その他 49,581 145,162 95,581

流動負債合計 3,916,038 15.2 6,453,178 26.1 2,537,139

Ⅱ．固定負債  

１．退職給付引当金 175,263 227,209 51,945

２．役員退職慰労引当金 354,950 354,950 －

３．受入保証金 45,380 37,880 △7,500

４．繰延税金負債 － 107,642 107,642

固定負債合計 575,593 2.2 727,681 3.0 152,088

負債合計 4,491,632 17.4 7,180,860 29.1 2,689,228
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）  

Ⅰ．資本金 ※２ 6,321,631 24.6 6,321,631 25.5 －

Ⅱ．資本剰余金  

１．資本準備金 6,439,568 6,439,568  

２．その他資本剰余金  

自己株式処分差益 5,797 －  

資本剰余金合計 6,445,365 25.0 6,439,568 26.0 △5,797

Ⅲ．利益剰余金  

１．利益準備金 193,690 193,690  

２．任意積立金  

(1）配当平均積立金 2,000 2,000  

(2）別途積立金 38,500 38,500  

３．当期未処分利益 7,926,231 8,724,169  

利益剰余金合計 8,160,421 31.7 8,958,360 36.3 797,938

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金

384,179 1.5 835,531 3.4 451,352

Ⅵ．自己株式 ※３ △52,736 △0.2 △5,023,971 △20.3 △4,971,235

資本合計 21,258,863 82.6 17,531,120 70.9 △3,727,742

負債・資本合計 25,750,495 100.0 24,711,981 100.0 △1,038,514

 

－ 33 －



(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ．売上高  

１．商品売上高 21,518,477 22,295,916  

２．修理売上高 993,566 1,038,159  

３．手数料収入 ※１ 1,532,088 24,044,132 100.0 1,697,427 25,031,503 100.0 987,370

Ⅱ．売上原価  

１．商品売上原価  

(1）期首商品棚卸高 2,357,774 3,089,130  

(2）当期商品仕入高 17,975,508 17,527,041  

(3）商品整備原価 1,107,693 1,177,363  

計 21,440,976 21,793,535  

(4）期末商品棚卸高 ※２ 3,089,130 18,351,846 76.3 2,730,655 19,062,879 76.2 711,033

２．修理原価  

当期修理原価 706,515 706,515 3.0 760,992 760,992 3.0 54,477

売上原価合計 19,058,361 79.3 19,823,872 79.2 765,511

売上総利益 4,985,771 20.7 5,207,630 20.8 221,859

Ⅲ．販売費及び一般管理費  

１．販売諸掛 156,289 168,715  

２．広告宣伝費 412,240 369,613  

３．役員報酬 135,946 182,508  

４．給与手当 1,006,093 1,055,636  

５．賞与引当金繰入額 106,740 100,847  

６．退職給付引当金繰入額 42,588 54,763  

７．減価償却費 181,048 141,363  

８．租税公課 255,258 270,935  

９．賃借料 306,379 294,185  

10．貸倒引当金繰入額 7,404 753  

11．その他 1,165,282 3,775,272 15.7 1,202,047 3,841,369 15.3 66,096

営業利益 1,210,498 5.0 1,366,261 5.5 155,763
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ．営業外収益  

１．受取利息 22,973 34,353  

２．受取配当金 79,979 83,518  

３．為替差益 5,899 2,204  

４．受取地代家賃 ※７ 308,941 325,432  

５．雑収入 33,894 451,688 1.9 29,057 474,566 1.9 22,877

Ⅴ．営業外費用  

１．支払利息 4,211 8,650  

２．新株発行費償却 8,028 －  

３．賃貸資産減価償却費 79,958 82,998  

４．賃貸資産賃借料 103,231 110,353  

５．支払手数料 － 14,951  

６．雑損失 1,643 197,074 0.8 3,618 220,572 0.9 23,497

経常利益 1,465,112 6.1 1,620,255 6.5 155,142

Ⅵ．特別利益  

１．固定資産売却益 ※３ 4,316 2,350  

２．契約精算益 ※４ － 4,316 0.0 217,833 220,184 0.9 215,867

Ⅶ．特別損失  

１．固定資産売却損 ※５ － 3,548  

２．固定資産除却損 ※６ 20,515 59,205  

３．減損損失 ※８ － 20,515 0.1 58,594 121,348 0.5 100,833

税引前当期純利益 1,448,914 6.0 1,719,091 6.9 270,176

法人税、住民税及び
事業税

625,576 761,587  

法人税等調整額 △18,557 607,018 2.5 △79,278 682,309 2.7 75,290

当期純利益 841,896 3.5 1,036,781 4.2 194,885

前期繰越利益 7,178,100 7,811,627 633,527

中間配当額 93,765 115,001 21,235

自己株式処分差損 － 9,239 9,239

当期未処分利益 7,926,231 8,724,169 797,938
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修理原価明細書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ．材料費 773,168 39.4 757,700 36.4 △15,467

Ⅱ．労務費 465,146 23.7 510,226 24.6 45,079

Ⅲ．経費 134,583 6.9 129,241 6.2 △5,342

Ⅳ．外注加工費 588,310 30.0 682,382 32.8 94,071

当期総修理費用 1,961,208 100.0 2,079,550 100.0 118,341

期首仕掛品棚卸高 13,171 21,435  

他勘定振替高 ※２ 1,246,430 1,321,142  

期末仕掛品棚卸高 21,435 18,850  

当期修理原価 706,515 760,992 54,477

　（注）

前事業年度
（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．原価計算の方法

　実際個別原価計算を採用しております。

１．原価計算の方法

同左

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

(1）商品整備原価へ振替 1,107,693千円

(2）販売費及び一般管理費へ振替

①　無料サービス費（その他） 133,939

②　社用車費（その他） 4,797

計 1,246,430千円

(1）商品整備原価へ振替   1,177,363千円

(2）販売費及び一般管理費へ振替

①　無料サービス費（その他） 137,736

②　社用車費（その他） 6,043

計   1,321,142千円
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(3）利益処分案

前事業年度
（平成17年６月28日）

当事業年度
（平成18年６月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

（当期未処分利益の処分）  

Ⅰ．当期未処分利益 7,926,231 8,724,169 797,938

Ⅱ．利益処分額  

配当金 114,603 110,929 △3,674

Ⅲ．次期繰越利益 7,811,627 8,613,240 801,612

（その他資本剰余金の処分）

Ⅰ．その他資本剰余金

自己株式処分差益 5,797 － △5,797

Ⅱ．その他資本剰余金次期繰
越額

5,797 － △5,797

　（注）　（　）は株主総会承認日であります。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

(2）その他有価証券

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

①　新　車　個別法に基づく原価法

②　中古車　個別法に基づく低価法

(1）商品

同左

(2）原材料　移動平均法に基づく原価法 (2）原材料　　　同左

(3）仕掛品　個別法に基づく原価法 (3）仕掛品　　　同左

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　２年～50年

構築物　　　２年～40年

(1）有形固定資産

　　　　　　　同左　

 

 

 

 

(2）無形固定資産（ソフトウェア）

　社内における利用可能期間（５年）に

よる定額法を採用しております。

(2）無形固定資産（ソフトウェア）

同左

５．繰延資産の処理方法 新株発行費

支出時に全額費用処理しております。

　　　　──────

 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、実際支給見込相当額を引当計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、計上しておりま

す。

　なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により、

それぞれ発生の翌事業年度から損益計上

しております。

(3）退職給付引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を引当計上して

おります。

　なお、平成11年７月に役員退職慰労金

規程を改定し、改定後の期間に対応する

役員退職慰労金は支払わないこととなり

ました。この改定により、改定時の役員

に対する退職慰労引当金は、平成11年６

月末現在の役員退職慰労金要支給見込額

をもって最終残高としており、平成11年

７月以降対応分については引当計上を

行っておりません。

(4）役員退職慰労引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採用

しております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　従来、転貸資産に係る支払賃借料については販売費及

び一般管理費に計上し、受取地代家賃は営業外収益に計

上しておりました。

　しかしながら、近年の転貸物件の増加傾向が今後も続

き、当該支払賃借料の重要性が高まることが予想されま

すので、営業外収益に計上されている賃借料収入と適切

に対応させ、適正な期間損益計算を表示するため、当期

より、支払賃借料を営業外費用に「賃貸資産賃借料」と

して計上することとしました。

　これにより、従来の方法と比べ、販売費及び一般管理

費は103,231千円減少し、営業利益及び営業外費用は同

額増加しておりますが、経常利益、税引前当期純利益及

び当期純利益に与える影響はありません。

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）が適用されることと

なったため、同会計基準及び同適用指針を適用しており

ます。これにより営業利益は3,200千円、経常利益は

3,580千円増加し、税引前当期純利益は55,013千円減少

しております。

 　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※１．担保提供資産 ※１．　　　　　　　──────

（担保に供している資産）

建物 30,772千円

土地 231,000

計 261,772千円

（上記に対応する債務）

──────

　なお、上記資産は、東名横浜クライスラー㈱（関係

会社）の契約保証金としての担保提供資産であります。

※２．授権株式数　　　　普通株式 40,000,000株

発行済株式総数　　普通株式 11,531,506株

※２．授権株式数　　　　普通株式     40,000,000株

発行済株式総数　　普通株式     11,531,506株

　なお、定款の定めにより、自己株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずることと

なっております。

　なお、定款の定めにより、自己株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずることと

なっております。

※３．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式71,195株

であります。

※３．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式2,657,149

株であります。

　４．偶発債務

　関係会社の仕入先よりの債務に対し、次のとおり債

務保証を行っております。

　４．偶発債務

　関係会社の仕入先よりの債務に対し、次のとおり債

務保証を行っております。

東名横浜クライスラー㈱ 97,586千円

㈱シュテルン世田谷 729,657

計 827,244千円

東名横浜クライスラー㈱       7,124千円

㈱シュテルン世田谷 179,354

計 186,479千円

　また、関係会社のリース債務に対し、次のとおり債

務保証を行っております。

　また、関係会社のリース債務に対し、次のとおり債

務保証を行っております。

㈱モトーレン東名横浜 12,545千円 ㈱モトーレン東名横浜       8,115千円

※５．未決算特別勘定の内容

未決算特別勘定1,429,036千円は、本社用地の一部

が国道16号線の道路用地として収用されることが決定

したため、今後取得予定の代替資産に充てるために計

上しております。

※５．未決算特別勘定の内容

未決算特別勘定2,632,435千円は、本社用地の一部

が国道16号線の道路用地として収用されることが決定

したため、今後取得予定の代替資産に充てるために計

上しております。

　６．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産の時価

評価により増加した純資産額は389,471千円でありま

す。

　６．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産の時価

評価により増加した純資産額は835,531千円でありま

す。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．手数料収入の内訳 ※１．手数料収入の内訳

ローン手数料収入 519,791千円

保険手数料収入 305,981

会員加入手数料収入 28,722

登録手数料等収入 677,593

計 1,532,088千円

ローン手数料収入      566,799千円

保険手数料収入 327,932

会員加入手数料収入 29,058

登録手数料等収入 773,635

計    1,697,427千円

※２．低価法による商品評価減の処理

　低価法による商品の評価減額159,436千円を売上原

価に算入しております。

※２．低価法による商品評価減の処理

　低価法による商品の評価減額99,636千円を売上原価

に算入しております。

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

車両運搬具 4,316千円 車両運搬具      2,350千円

※４．　　　　　　　────── ※４．契約精算益

　当事業年度において、土地取得取引が中止になった

ことによる契約精算差益であります。

※５．　　　　　　　────── ※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりです。

建物       1,029千円

構築物 2,250

機械装置 143

工具・器具・備品 124

計       3,548千円

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 ※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

構築物 18,264千円

機械装置 1,892

車両運搬具 10

工具・器具・備品 348

計 20,515千円

建物       47,516千円

構築物 5,716

機械装置 2,074

工具・器具・備品 2,965

ソフトウェア 931

計       59,205千円

※７．関係会社との取引に係る主なものは次のとおりです。 ※７．関係会社との取引に係る主なものは次のとおりです。

受取地代家賃 262,372千円 受取地代家賃     295,914千円
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※８．　　　　　　　────── ※８．減損損失

当社は、当事業年度において、以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類
金額

（千円）

神奈川県

相模原市
 事業用資産

建物、

構築物等
43,788

東京都

町田市
 賃貸用資産

建物、

構築物等
14,805

事業用資産については管理会計上の事業所単位ごと

に、賃貸用資産については個別の物件ごとにグルーピ

ングしております。

　収益性が低下している上記資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（58,594千円）として特別損失に計上しております。

　その内訳は建物37,425千円、構築物11,688千円、そ

の他の資産9,480千円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しております。

　使用価値の算定に当たっては、将来キャッシュフ

ローを5.2％で割引いて算定しております。
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　　リース取引関係

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具・器具・
備品

6,445 2,335 4,109

合計 6,445 2,335 4,109

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具・器具・
備品

6,445 3,486 2,959

ソフトウェア 30,000 833 29,166

合計 36,445 4,319 32,125

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　（注）　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,150千円

１年超 2,959千円

合計 4,109千円

１年内      6,150千円

１年超 25,975千円

合計 32,125千円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

　（注）　　　　　　　 同左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1,150千円

減価償却費相当額 1,150千円

支払リース料      1,983千円

減価償却費相当額      1,983千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の

記載は省略しております。

　　有価証券関係

　前事業年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日　至平成18年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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　　税効果会計関係

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(1）繰延税金資産（流動） (1）繰延税金資産（流動）

未払事業税 34,610千円

賞与引当金 62,352

その他 14,994

繰延税金資産（流動）合計 111,957千円

未払事業税 41,358千円

賞与引当金 63,247

固定資産除却損 22,545

その他 15,706

繰延税金資産（流動）合計 142,858千円

(2）繰延税金資産（固定） (2）繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金 144,464千円

投資有価証券評価損 168,446

退職給付引当金 71,332

その他 33,196

繰延税金資産（固定）合計 417,439千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △263,678

繰延税金負債（固定）合計 △263,678千円

繰延税金資産(固定)の純額 153,761千円

役員退職慰労引当金   144,464千円

投資有価証券評価損 168,446

退職給付引当金 92,474

減価償却超過額 52,072

その他 8,359

繰延税金資産（固定）合計   465,816千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △573,459

繰延税金負債（固定）合計 △573,459千円

繰延税金負債(固定)の純額 107,642千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

　法定実効税率40.7％と税効果会計適用後の法人税等の

負担額41.9％の差異は僅少のため記載を省略しておりま

す。

　法定実効税率40.7％と税効果会計適用後の法人税等の

負担額39.7％の差異は僅少のため記載を省略しておりま

す。
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　１株当たり情報

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 1,855円00銭

１株当たり当期純利益金額 78円60銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
76円47銭

１株当たり純資産額  1,975円48銭

１株当たり当期純利益金額   96円34銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
  90円05銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 841,896 1,036,781

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 841,896 1,036,781

期中平均株式数（株） 10,710,727 10,761,331

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

普通株式増加数（株） 299,359 751,567

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

平成16年６月28日定時株主総会決

議ストックオプション（新株予約

権5,200個）

 

 該当事項はありません。
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　重要な後発事象

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．　　　　　　　　────── １．平成18年３月15日開催の取締役会の決議に基づき、次

のように株式分割による新株式を発行しております。

（1）平成18年４月１日付をもって普通株式１株につき２

　　株に分割します。

　　①分割により増加する株式数

　　　普通株式　11,531,506株

　　②分割方法

　　　平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿

　　に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株につ

　　き２株の割合をもって分割します。

（2）配当起算日

　　　平成18年４月１日

　　　当該株式分割が前期首におこなわれたと仮定した場

　　合の前事業年度における１株当たり情報及び当期首に

　　行われたと仮定した場合の当事業年度における１株当

　　たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額

 927円50銭

１株当たり純資産額

987円74銭

１株当たり当期純利益金額

39円30銭

１株当たり当期純利益金額

48円17銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額

38円23銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

45円03銭

２．　　　　　　　　────── ２．平成17年10月20日の取締役会において、平成18年5月1

日に適格退職年金制度から確定拠出年金制度へ移行する

ことを決議しております。
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７．役員の異動
（平成18年６月28日付）

(1）代表者の異動

　該当事項はありません。

(2）その他役員の異動

　新任監査役候補

祇 園　義 久 氏（㈱ギオン代表取締役会長兼興亜商事㈱代表取締役社長）

(注）祇園義久氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役の

候補であります。
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